
令和５、６年度　大多喜町　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
（低所得世帯支援枠及び給付金・定額減税一体支援枠）事業実施事業及び検証シート

国庫
補助額

交付金
充当額

一般財源 その他財源

1

1

2

2

3

2

-

2

-

2

180,916,563 0 180,916,563 0 0

成果・検証
①成果（具体的に数値を記載）
②検証（評価）

・給付金：63,000,000円(900世帯)
・職員手当：46,682円
・消耗品費：68,999円
・郵便料：69,692円
・口座振込手数料：98,890円
・システム改修費：490,930円

①非課税世帯900世帯に70,000円を給付した。
②国の制度により、低所得世帯へ物価高騰対策
のための給付を行った。

事業完了
年月日

事業経費内訳

計画Ｎｏ
(上段)
R5計画
(下段)
R6計画

事業名

令和５年度大
多喜町電力・
ガス・食料品
等価格高騰
重点支援事
業追加給付
金【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯

R6.5.2463,775,19363,775,193

26,213,189

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費（円）

事業開始
年月日

R5.12.5

R6.1.31 R6.9.13

・給付金：25,900,000円(259世帯)
・郵便料：60,299円
・口座振替手数料：28,490円
・システム改修費：224,400円

①均等割のみ課税世帯259世帯に100,000円を給
付した。
②国の制度により、低所得世帯へ物価高騰対策
のための給付を行った。

低所得世帯
給付金事業
（均等割のみ
課税世帯）
【物価高対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯

26,213,189

低所得世帯
給付金事業
（子育て世
帯）【物価高
騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯及び均等割の
み課税世帯の子ども

5,583,967 5,583,967

・給付金：5,350,000円(107人)
・郵便料：7,587円
・口座振替手数料：6,380円
・システム改修費：220,000円

①R5年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯の子ども107人に50,000円を給付した。
②国の制度により、子どものいる低所得世帯へ物
価高騰対策のための給付を行った。

低所得世帯
給付金事業
（非課税世
帯）【物価高
騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６年度分の住民税非課税世帯及び均等割の
み課税世帯、R６年度分の住民税非課税世帯及び
均等割のみ課税世帯の子ども

18,900,148 18,900,148

R6.1.31 R6.9.13

R6.6.4 R7.2.28

R6.6.4 R7.1.20

◆非課税世帯
・給付金：8,800,000円(88世帯)
・郵便料：44,798円
・口座振替手数料：9,680円
・システム改修委託料：220,000円

◆均等割のみ課税世帯
・給付金：8,200,000円(82世帯)
・口座振替手数料：9,020円

◆子育て世帯
・給付金：1,450,000円(29人)
・口座振替手数料：1,650円
・システム改修：165,000円

・給付金：64,910,000円(1,587人)
・職員手当：29,811円
・消耗品費：77,514円
・郵便料：374,591円
・口座振替手数料：174,570円
・システム改修、事務支援業務委託料 ：
877,580円

定額減税補
足給付金【物
価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③定額減税を補填する給付の対象者

66,444,066 66,444,066

①定額減税補足給付金の給付対象者1,635人のう
ち1,587人へ給付した。
②国の制度により、定額減税しきれないと見込ま
れる方へ物価高騰対策のための給付を行った。

①R6年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯170世帯に100,000円を、R6年度分の住
民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯の子ど
も29人に50,000円を給付した。
②国の制度により、低所得世帯へ物価高騰対策
のための給付を行った。
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